漁船漁業緊急対策事業実施要領

　（趣旨）

第１　この要領は、漁業用燃油の高騰に伴う漁船漁業の衰退による水揚げの減少など、水産業を基幹産業とする地域への影響を緩和するため、水揚げ漁船の確保を目的に行う水揚げ奨励策の実施に関して必要な事項を定めるものとする。

　（事業実施主体）

第２　この事業の事業実施主体は、卸売市場法（昭和４６年４月３日法律第３５号）第１３条第１項の許可を受けた水産物地方卸売市場の卸売業者（以下「事業実施主体」という。）とする。

　（事業の内容）

第３　この事業の内容は、水揚げ漁船確保のために、事業実施主体が行う水揚げ奨励策「県内及び県外船籍の漁船漁業による水揚げを対象とした船主に対する奨励金の交付」とする。この場合における水揚げ奨励策の対象となる漁業種類は、海面養殖業、潜水器漁業、採介藻漁業、地びき網漁業及び内水面漁業を除く漁船漁業とする。

　（事業計画の申請及び承認）

第４　事業実施主体は、この事業を実施しようとするときは、漁船漁業緊急対策事業実施計画承認申請書（別記様式第１号）により、知事の承認を受けるものとする。

２　知事は、前項の規定により承認申請があった場合、当該計画が本事業の趣旨及び内容に照らし、適正であると認めるときは、これを承認するものとする。

　（事業の実施）

第５　事業実施主体は、事業の円滑かつ適正な推進を図るため、関係機関・団体等と緊密に連携するものとする。

　（助成）

第６　県は、この事業の実施に必要な経費について、予算の範囲内において、別に定めるところにより助成するものとする。

附　則

　この要領は、平成２０年１０月１６日から施行し、平成２０年１０月１日から平成２１年３月３１日までの水揚げを対象とした水揚げ奨励策に適用する。
附　則

　この要領は、令和３年１２月２８日から施行し、令和３年１０月１日から令和４年３月３１日までの水揚げを対象とした水揚げ奨励策に適用する。
附　則

　この要領は、令和４年８月２日から施行し、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの水揚げを対象とした水揚げ奨励策に適用する。
附　則

　この要領は、令和５年４月４日から施行し、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの水揚げを対象とした水揚げ奨励策に適用する。
（別記様式第１号）

漁船漁業緊急対策事業実施計画承認申請書

                                                           番　　　　　　　　　号

                                                           　　　　年　　月　　日

　宮城県知事　　　　　殿

                                    申請者　住　　所

                                            名　　称

                                            代表者名　　                      
　漁船漁業緊急対策事業を下記のとおり実施したいので、漁船漁業緊急対策事業実施要領第４の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　事業の目的

２　事業の内容

３　事業費

単位:円
	項　　　　　　目


	水揚げ見込額

（Ａ）
	奨励金の率

（Ｂ）
	奨励金額

（Ａ×Ｂ）

	漁船漁業による水揚げ
	
	
	


４　添付書類

　水揚げ見込み金額の根拠となる資料等
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